
【様式第1号】

自治体名：鳴沢村

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 12,777,715,920   固定負債 591,856,981

    有形固定資産 10,704,141,852     地方債等 285,599,981

      事業用資産 3,434,162,529     長期未払金 -

        土地 1,655,981,057     退職手当引当金 306,257,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 143,613,641

        建物 5,781,539,706     １年内償還予定地方債等 76,020,809

        建物減価償却累計額 -4,100,539,542     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 100,154,276     前受金 362,660

        工作物減価償却累計額 -7,529,608     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 34,708,904

        船舶 -     預り金 32,521,268

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 735,470,622

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 14,295,397,744

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -377,274,485

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 4,556,640

      インフラ資産 7,030,735,630

        土地 553,213,091

        土地減損損失累計額 -

        建物 68,925,925

        建物減価償却累計額 -7,335,792

        建物減損損失累計額 -

        工作物 11,572,712,851

        工作物減価償却累計額 -5,168,733,245

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 11,952,800

      物品 755,317,284

      物品減価償却累計額 -516,073,591

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 76,737,300

      ソフトウェア 76,737,300

      その他 -

    投資その他の資産 1,996,836,768

      投資及び出資金 19,745,198

        有価証券 -

        出資金 19,745,198

        その他 -

      長期延滞債権 32,149,904

      長期貸付金 -

      基金 1,941,271,948

        減債基金 -

        その他 1,941,271,948

      その他 7,500,000

      徴収不能引当金 -3,830,282

  流動資産 1,875,877,961

    現金預金 338,289,245

    未収金 20,260,719

    短期貸付金 -

    基金 1,517,681,824

      財政調整基金 1,517,681,824

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -353,827

  繰延資産 - 純資産合計 13,918,123,259

資産合計 14,653,593,881 負債及び純資産合計 14,653,593,881

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：鳴沢村

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 2,530,192,966

    業務費用 1,470,391,318

      人件費 502,666,228

        職員給与費 320,162,191

        賞与等引当金繰入額 34,708,904

        退職手当引当金繰入額 21,482,120

        その他 126,313,013

      物件費等 944,534,137

        物件費 456,516,314

        維持補修費 41,394,557

        減価償却費 446,623,266

        その他 -

      その他の業務費用 23,190,953

        支払利息 1,639,283

        徴収不能引当金繰入額 4,184,109

        その他 17,367,561

    移転費用 1,059,801,648

      補助金等 448,583,006

      社会保障給付 610,557,742

      その他 660,900

  経常収益 199,555,660

    使用料及び手数料 85,948,694

    その他 113,606,966

純経常行政コスト 2,330,637,306

  臨時損失 39,440,000

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 39,440,000

  臨時利益 161,999

    資産売却益 161,999

    その他 -

純行政コスト 2,369,915,307



【様式第3号】

自治体名：鳴沢村

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 13,985,259,322 14,475,564,674 -490,305,352 -

  純行政コスト（△） -2,369,915,307 -2,369,915,307 -

  財源 2,309,169,110 2,309,169,110 -

    税収等 1,759,376,889 1,759,376,889 -

    国県等補助金 549,792,221 549,792,221 -

  本年度差額 -60,746,197 -60,746,197 -

  固定資産等の変動（内部変動） -173,777,064 173,777,064

    有形固定資産等の増加 286,193,043 -286,193,043

    有形固定資産等の減少 -450,219,516 450,219,516

    貸付金・基金等の増加 316,960,402 -316,960,402

    貸付金・基金等の減少 -326,710,993 326,710,993

  資産評価差額 -6,389,942 -6,389,942

  無償所管換等 76 76

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -67,136,063 -180,166,930 113,030,867 -

本年度末純資産残高 13,918,123,259 14,295,397,744 -377,274,485 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：鳴沢村

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,087,051,256

    業務費用支出 1,027,249,608

      人件費支出 510,699,068

      物件費等支出 497,910,871

      支払利息支出 1,639,283

      その他の支出 17,000,386

    移転費用支出 1,059,801,648

      補助金等支出 448,583,006

      社会保障給付支出 610,557,742

      その他の支出 660,900

  業務収入 2,481,494,451

    税収等収入 1,750,904,953

    国県等補助金収入 533,252,968

    使用料及び手数料収入 85,952,044

    その他の収入 111,384,486

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 394,443,195

【投資活動収支】

  投資活動支出 562,600,094

    公共施設等整備費支出 282,596,794

    基金積立金支出 280,003,300

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 267,528,449

    国県等補助金収入 16,539,253

    基金取崩収入 250,587,196

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 162,000

    その他の収入 240,000

投資活動収支 -295,071,645

【財務活動収支】

  財務活動支出 81,351,614

    地方債等償還支出 81,351,614

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 30,003,855

本年度歳計外現金増減額 2,517,413

本年度末歳計外現金残高 32,521,268

本年度末現金預金残高 338,289,245

財務活動収支 -81,351,614

本年度資金収支額 18,019,936

前年度末資金残高 287,748,041

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 305,767,977



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　 15年～50年
工作物　 10年～60年
物品　　 ２年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、法定耐用年数（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産
ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除く）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額
を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上しています。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、〇か月以内に満期が到来する流動性の

高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、鳴沢村資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超える連結対象団
体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数
をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

後期高齢者医療特別会計

注　記

団体（会計）名

国民健康保険特別会計

簡易水道事業特別会計

介護保険特別会計

介護予防支援事業特別会計
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